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論　　説

　抄　録　ソフトウェア委員会では，一昨年，急速なスマート端末の普及とクラウド等のネットワー
クビジネス拡大により注目されるコンピュータソフトウェア（以下「SW」と称する）関連発明につ
いて，企業の事業形態をいくつかのタイプに分類し，タイプ毎の特許出願戦略を，近年の裁判例等を
参考にしてクレーム構成を検討し，論説で紹介した。
　本稿では，一昨年の論説を“概要編”と位置づけ，“概要編”で類型化した３つの事業形態毎に具
体的な代表的IT企業を選択し，各企業における特許出願の目的の調査と，目的を果たすための出願戦
略上の留意点を“概要編”における検討結果と比較しながら検討した内容について紹介する。

ソフトウェア委員会＊
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1 ．	はじめに

企業が特許を出願しようとする目的は，一般
的に，（1）他社への権利活用を目的として侵害
立証性を意識したもの（訴訟，ライセンシング
等），（2）自社製品・サービスの保護を意識し
たもの（先願権の確保，防衛目的等）があると
いわれている。即ち，特許の取得自体が目的で
はなく，特許はあくまで上述した目的を達成す
るための一手段である。
一昨年，ソフトウェア委員会が投稿した論説

（詳細については「事業形態に応じたソフトウェ
ア関連発明の出願戦略に関する調査・研究」１）

（以下「概要編」と称する）を参照）では，ネ
ットワークビジネスの拡大と企業の事業形態の
多様化に鑑み，主に訴訟の提起における侵害立
証性の確保などに対応したクレームドラフティ
ングについて，日米の裁判例を参考にしながら
留意点をまとめたもので，前記目的のうち特に
＊  2014年度　Software Committee

事業形態に応じたソフトウェア関連発明の
出願戦略の実態に関する調査・研究

──企業事例を中心に──
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（1）の視点を意識したものであった。
本稿では，“概要編”で類型化した３つの事

業形態毎に具体的な代表的IT企業を選択し，各
企業における事業と出願戦略の関係についてク
レームドラフティングを中心に“概要編”の内容
と比較しながら調査・検討した結果を紹介する。
本稿は，2014年度ソフトウェア委員会第３小委
員会メンバーの大塚洵（キヤノン），大野陽平
（NTTドコモ），國安信輔（共同印刷），清水成晃
（横河電機），高部博（ヤフー），冨井靖浩（リ
コー），増田祐徳（キヤノンマーケティングジ
ャパン），矢島俊輔（シャープ），米澤雄志（東
芝テック）の９名が担当した。

2 ．	‌�事業形態に応じたSW関連発明の
類型

まず，概要編において類型化した事業形態を
再確認すると，①アプリケーションソフトを
CD等の記憶媒体あるいはネットワークを介し
て提供する『アプリ提供型（Ⅰ型）』，②スマー
トフォンなどのデバイス・装置を提供する『デ
バイス・装置提供型（Ⅱ型）』，③顧客システム
の構築や，Webサービスを提供する『クライア
ント・サーバ型（Ⅲ型）』の３類型となる。なお，
３つの事業形態毎の代表的IT企業は，それぞ
れの事業形態を代表する表１の４社の中から選
択した。

以下では，４社毎に事業概要と知的財産権に
関する活動の調査結果，各社の特許取得傾向と
クレーム分析の調査結果，概要編と比較した各
企業の出願戦略の考察結果を紹介する。

3 ．	Amazon社のケース

3．1　事業概要２）

Amazon社は，Ｅコマースサイトの運営を主に
行う企業であり，売上については，全体の約９
割をＥコマースによる収入が占めている。近年
では，2007年に電子書籍端末Kindle，2014年に
スマートTVのAmazon Fire TV，スマートフ
ォンのFire Phone等を発売し，自前のデバイス
を提供することで，電子書籍やゲーム等のデジ
タルコンテンツ事業の強化を図っている。クラ
ウドコンピューティングのプラットフォームと
して2006年に公開されてから近年急速に利用率
が高まっているAWS（Amazon Web Services）
等，Ｅコマース以外の成長分野もある。

3．2　知的財産権に関する活動

（1）研究開発費と特許出願件数
年々増加している売上で得た収益を，成長に
向けた研究開発費に惜しみなくつぎ込み，事業
の拡大を図っていることが特徴である。研究開
発費は年々増加傾向にあり，図１に示すように，

表１　事業形態の類型と主要製品・サービス

選定企業
事業形態の類型

アプリ提供型（Ⅰ型） デバイス・装置提供型（Ⅱ型） クライアントサーバ型（Ⅲ型）

Amazon Amazon Appstore, Fire OS Kindle, FirePhone AmazonWebServices（AWS）,  
Amazon.com, Kindle Store

Google Android OS, Chrome Nexus, Glass, 自動車 Search, Ad, Map, Google+, 
Youtube

Apple App Store, OS X, iOS Mac, iPhone, iPad, Watch, iPod, 
Lightning iTunes, iCloud

Microsoft Windows, Microsoft office, IE Xbox, Microsoft Surface, 
Windows phone Microsoft Azure, MSN, Bing
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2013年では60億ドルを超える。しかしながら，
研究開発費に対する特許出願件数は他の３社と
比較して低い。

（2）特許活用の動向
特許訴訟全体の傾向としては他社から提訴さ
れるケースが多い３）。自ら提訴した比較的珍し
いケースとして有名なものは，1999年にBarnes 
& Noble社を提訴した，所謂「1 -Click特許」に
関する特許侵害訴訟である。成長を続けるＥコ
マース市場の中でシェアを高めつつあった
Amazon社は商品の注文方法に関する基本特許
（1 -Click特許）を取得し，Barnes & Noble社を
提訴するとともに，他のＥコマース事業者に対
しても権利行使をすることで市場におけるライ
バル企業のシェア拡大を防ぎ，シェア争いで優
位に立つ戦略に出た（なお，不買運動も含む批
判がAmazon社に向けられるなどもあり，最終
的にBarnes & Noble社とは和解に至ってい
る）。その後，Amazon社が自ら提訴（反訴除く）
したケースは筆者らが調査した範囲では見当た
らない４）。他社とのライセンシングの動向に関
しては，2000年に前述の1 -Click特許をApple社
にライセンスし，2007年にIBM社，2010年に
Microsoft社とクロスライセンスを締結してい
る。その後，2012年にReal Networks社で法務
顧問を務めていた人物らがIP買収・投資部門の
責任者に就任しており，特許買収やライセンシ

ングを推進する狙いが見られる。
以上のように，Ｅコマース市場の黎明期には
競合企業による自社技術の模倣を排除する目的
で特許を活用した事例がある。一方で市場にお
いて一定の地位を確立した近年では競合企業を
排除する目的で特許を活用する動きは見られな
い。事業領域を拡大させて新事業へ参入するに
あたって，特許のクロスライセンスに主軸を置
いた戦略に移行しているのではと考えられる。

3．3　出願傾向調査とクレーム分析

（1）特許出願の傾向調査
Amazon社が特許出願に注力する分野を探る
ため，自らが出願している米国特許について，
筆頭USCによる件数集計を行った（図２）。

主要事業であるＥコマースと関わりの強い
USCであるElectronic shopping（705/26.1）が
最も多く，Item recommendation（705/26.7），
Shopping interface（705/27.1）を含めると全
体（約2,300件）の約10分の１の件数（約250件）
を占める（ここには前述の1 -Click特許も含ま
れている）。
以上を踏まえ，Amazon社の主要事業であり
特許出願にも注力するＥコマース分野を概要編
における『クライアント・サーバ型（Ⅲ型）』（と
くに一般ユーザのクライアントに対して事業者
のサーバがWebサービスを提供するBtoC型）

図１　‌�選定企業４社比較：研究開発費と出願件数
との関係（2013年）

図２　Amazon社：USC上位10（2014/10）
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を代表する事例として取り上げ，米国特許を中
心に出願戦略を検討する。

（2）‌�概要編の検討結果との比較及びその結果
を踏まえた分析・検討

概要編では，『クライアント・サーバ型（Ⅲ
型）』について，主に競合他社への権利行使を
目的としたクレームの立案方針として，侵害発
見の容易性等を考慮し，できる限りクライアン
ト側で行われる動作（操作等のインタフェース
等）を記載したクレームを第一とすべきと述べ
た。また，サーバとクライアントを扱う侵害の
主体が異なることに起因する複数の侵害主体問
題を考慮して，クレームに複数の侵害主体が含
まれないクレームが望ましく，特許権成立のた
めに複数の侵害主体を含めざるを得ないケース
では，所謂域外適用問題に対応するため，
BlackBerry事件（329 F.3d 1336）を参考に，
システムクレームが望ましいとした。
また，優先度で劣ると位置付けたが，米国に
おいては各ステップの動作主体であるハードウ
ェア要素の限定が緩やかな方法クレームが認め
られやすい傾向があるため，米国においては方
法クレームの立案も検討すべきと述べた。ハー
ドウェア要素の限定が乏しい方法クレームは，
侵害回避が容易でないことから競合事業者に対
する牽制効果が大きく，特に包括的なクロスラ
イセンスを行う事業者にとっては武器の１つに
なり得るからである。
本稿では，概要編の検討結果と比較するため
に，調査対象の特許のクレームカテゴリ（装置，
方法，システム，媒体）別の統計と，クレーム
の記載表現からサーバ側の動作かクライアント
側の動作かの分析を行った。なお，この検討の
アプローチは後述する他の３社（Google社，
Apple社，Microsoft社）についても同様である。
調査対象であるＥコマース分野におけるクレ

ームカテゴリの集計結果を図３に示す。

最も多かったクレームカテゴリは方法であ
り，システム，媒体，装置と続く。概要編では，
米国では権利行使時における域外適用問題への
対応から，システムクレームが望ましいとした。
しかし，多くの特許出願で方法クレームをメイ
ンに作成している傾向が見られた。方法クレー
ムが多い理由の１つとして，概要編で述べた事
項や，SW関連分野での米国特許訴訟において，
各ステップの動作主体であるハードウェア要素
が記載されていない方法クレームが優先的に使
われる傾向があり，実務上，方法クレームを中
心に記載する傾向があるためと考えられる。そ
こで，調査対象の特許の方法クレームに関して
も同様に動作の主体を記述しないものが多いの
ではないかと仮定し，クレームの分析を行った。
例えば，Amazon社がCendant社への反訴に使
った特許（US6,629,079）においてこの傾向が見
られた。この特許は，支払情報や発送先情報を
ショッピングカートごとに登録しておき，商品
購入に使用されたショッピングカートに応じて
商品の決済と発送を行う方法に関するものであ
る。US6,629,079のクレーム１では，コンピュ
ータシステムの方法クレーム（「A method in a 
computer system」）において，「sending the 
generated display to a user computer 
system； …」 や「receiving a selection of an 
item from the user computer system；…」と

図３　‌�Ｅコマース分野：クレームカテゴリ別の割
合（独立項を対象）
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出願時から記載されている。サーバ側で行われ
る動作が記載されたこのクレームは，各ステッ
プの動作主体である“one or more processors”
等のハードウェア要素の記載はない。また，訴
訟に使われていない特許にもこの傾向が見られ
た。例えばUS8,433,626は，所定の領域の表示
を回転アニメーションによって切り替えること
の可能なWebページを生成し，クライアント側
に提供する方法に関するものである。クレーム
20の方法クレームでは「encoding a network 
page in at least one computing device for ren-
dering in a client by： …」 や「transmitting 
the network page to the client.」と出願時から
記載されており，各ステップの動作主体が特定
のハードウェア要素に限定されないように記載
されていた。一方，前述の調査対象の米国特許
に対応する日本のファミリー出願におけるカテ
ゴリを調査したところ，こちらも図３に示した
米国のケースと同様の傾向が見られた。また，
方法クレームに注目すると，日本特許に関して
は各ステップの動作主体が明記されている傾向
が見られた。例えば特許第5307787号では，請
求項１の前提部は「デジタルメディアプレーヤ
デバイス用のデジタルコンテンツを提供するた
めのオンライン小売業者のコンピューティング
システムにおける方法」としているのに対し，
各ステップの動作主体として「事前ロード適切
判定部」「事前ロードコントローラ」等が記載
されている。日本の審査基準に対応した結果と
考えられよう。
次に，クライアント側で行われる動作を記載
したクレームが見られるかについて検討したと
ころ，クライアント側の動作を記載したクレー
ムが目立って作成されているわけではなく，多
くは，事業者が実施主体となるサーバ側の動作
を特定したクレームを作成している傾向が見ら
れた。つまり，技術的な特徴があるサーバの内
部処理の部分を素直に捉えて特許出願している

と考えられ，自社製品・サービスの保護を意識
したものと言えるかもしれない。
なお，サーバ側で行われる動作を記載したク

レームの中にも，ショッピングカートやWebペー
ジの構成は特定し，クライアントに表示させる処
理を中心に記載されたものもあり（US6,629,079，
US8,433,626等），侵害発見の容易性を考慮する
工夫がみられるものもあった。

3．4　ま と め

前述の通り，「1 -Click特許」で権利行使をし
た当時，同社に特許権がもたらした効果はかな
り大きかったと考えられる。しかしながら，す
でに世界一の規模を誇るＥコマース企業として
の地位を築いた現在は，主要事業であるＥコマ
ース分野に関しては，特許権で競合他社に権利
行使をする必要性は少ないと考えられる。とも
すれば，権利行使を意識したクレームドラフテ
ィングにそれほど拘らず，防衛目的の自社実施
の確保を優先しているのではないであろうか。
実際にAmazon社が自ら提訴した特許訴訟は
「1 -Click特許」以降，目立つものがない。リー
ダー的立場の企業になり自社実施を確実にカバ
ーする出願戦略を優先したケースといえよう。
ただし，近年は特許の買収やライセンシングを
推進する動きがあり，今後も特許活用戦略はフ
レキシブルに変更してくる可能性もあると考え
られる。

4 ．Google社のケース

4．1　事業概要５）

Google社は検索エンジンを中心にインターネ
ット関連のサービスを提供する企業である。検
索エンジン以外の分野にも積極的に進出を行
い，携帯端末のオペレーティングシステムの
Android，WebブラウザのGoogle Chrome，地
図サービスのGoogle Map等のサービスを多角
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的に展開し，近年では，ウェアラブルデバイス，
自動運転車等の商用化に向けた研究開発も活発
に推進している。Google社の売上については，
全体の約９割を広告サービスが占めている。ま
た，検索サービスをはじめ，前述したような
Android等の多角的なサービス展開について
も，広告サービスの利用機会の拡大に繋がって
おり，その売上の増加に貢献している。

4．2　知的財産権に関する活動

（1）研究開発費と特許出願件数
図１に示すように，Google社も多額の研究開
発費を投じることで知られている（2013年にお
いて約70億ドル）。また，米国においてGoogle 
INCが権利者名義となっている特許は約14,600
件ある。その中で出願人名義もGoogle INCと
なっているものは約8,600件であった。即ち，
残りの約6,000件の特許は他社から取得した特許
であることがわかる。なお，これら約6,000件の
うち，IBM社から取得したものが最も多く４割
（約2,400件）を占めている６）。なお，「GOOGLE 
TECHNOLOGY HOLDINGS LLC」が権利者
名義となっている特許は約6,600件あり，その中
でMotorola社が出願人名義となっているものが
約5,700件とその大半を占めている７）ことから，
これらの特許はMotolora社を買収した際に取得
した特許と思われる。このように他社から取得
した特許が多い点はGoogle社の特許ポートフォ
リオに見られる特徴である。その背景には，
Androidの普及に伴い，Apple社とMicrosoft社
によるAndroidデバイス事業者に対する特許訴
訟の増加，Oracle社による提訴を受けて，これ
らの特許攻撃に対する防御を目的として，他社
から特許を取得することで早急に特許ポートフ
ォリオの強化を図る必要があったことが挙げら
れる８）。このように他社からの特許取得の動き
が目立つ一方で，最近では自ら特許出願を行う
件数を増加させる傾向もみられる。図１に示す

ように，2013年における特許出願件数は約
1,500件あり，Apple社とその件数に大差がない
状況となっている（参考までにGoogle社の2008
年における特許出願件数は約400件である）。

（2）特許活用の動向
他社から提訴されるケースが多く９），自らが

原告となって他社に対して権利侵害を主張して
いる事例は，筆者らが把握している範囲ではこ
れまでのところない10）。他社とのライセンシング
の動向に関しては，2014年に入り，Samsung社，
Cisco Systems社，LG社と相次いでクロスライ
センスを締結しており11），他社とのクロスライ
センスを積極的に進め，事業の自由度を高めよ
うとする動きが見られる。前述したMotorola社
等から取得した特許を中心に特許ポートフォリ
オを充実させる戦略と，これらの動向は繋がる
と考えられる。なお，特許政策に対する活動と
して，ソフトウェア特許の登録基準を引き上げ
る提言を推進している12）。その他，2013年には，
Open Patent Non-Assertion（OPN）Pledgeを
発表し，一部の特許権について，オープンソー
スソフトウェアの利用者や開発者に対して，相
手に提訴されない限り提訴しないと宣言した。
OPN Pledgeにつき，オープンなインターネッ
ト環境を守るための取り組みの一環だと説明し
ており，これがモデルケースとなって他の特許
保有者にも同様にオープンな取組みを実施する
ことを期待していると発表している13）。
以上のように，他社に対して訴訟を提起する
など積極的に権利行使する姿勢は見られず，他
社による権利行使から自社事業を防御し，事業
の自由度を確保することを重視した活動を行っ
ていることが窺える。

4．3　出願傾向調査とクレーム分析

（1）特許出願の傾向調査
Google社が特許出願に注力する分野を探るた
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め，自らが出願している米国特許について，筆
頭USCによる件数集計を行った（図４）。

USC単独でみると，広告分野に関するAd-
vertisement（705/14.4）が最も多かった。また，
検索分野に関するUSCでは，Post processing 
of search results（707/722），Search engines
（707/706）及びQuery processing（707/3）の
３つが上位10位内にランクインしており，これ
らを合わせると広告分野を上回る件数となる。
このように，主要事業である広告及び検索の両
分野については自ら積極的に特許出願を行って
いることがわかる。
以上を踏まえ，Google社の主要事業であり特
許出願にも注力する広告及び検索の両分野を概
要編における『クライアント・サーバ型（Ⅲ型）』
（とくに一般ユーザのクライアントに対して事
業者のサーバがWebサービスを提供するBtoC
型）を代表する事業として取り上げ，特許出願
戦略を検討する。

（2）‌�概要編の検討結果との比較及びその結果
を踏まえた分析・検討

概要編における『クライアント・サーバ型（Ⅲ
型）』に関する出願方針の検討結果はAmazon
社において述べた通りである。広告及び検索の
各分野における米国特許（登録のみを対象）を
対象としたクレームカテゴリの集計結果を図５

に示す。

検索分野において最も多かったクレームカテ
ゴリは方法であり，システム，媒体，装置と続
く。広告分野においても最も多かったクレーム
カテゴリは方法であり，以降は，媒体，システ
ム，装置の順番であった。Amazon社の項でも
述べた通り，概要編では所謂域外適用問題への
配慮からシステムクレームを優先すべきと提案
した。全体的な傾向からはこの点が顕著に現れ
るものではない。しかし，検索分野では2011年
以降からシステムクレームが方法クレームとほ
ぼ同じ割合に近づく傾向が見られている。なお，
方法クレームが多くみられる理由については
Amazon社の項でも述べた通りであり，同様の
ことが言えよう。実際にクレームの記載内容を
見てみると，各ステップの動作主体であるハー
ドウェア要素（“by one or more processers”等）

図４　Google社：USC上位10（2014/10）

図５　‌�検索分野（上）及び広告分野（下）：クレー
ムカテゴリ別の割合（独立項を対象）
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が全く記載されていないクレームが散見された
（例えば，検索分野ではUS7,136,854等，広告分
野ではUS8,301,498等が挙げられる）。一方，日
本の対応ファミリー出願におけるクレームカテ
ゴリを調査したところ，図５に示した米国のケ
ースと同様の傾向がみられた。ただし，方法ク
レームに関し，審査段階において「一つまたは
複数のサーバ装置により実行される方法であっ
て」等と動作主体を明確にする補正がされた上
で特許登録されており，日本の審査基準に対応
した結果が見られた。
次に，各カテゴリのクレーム記載表現に注目
してみると，クライアント側で行われる動作よ
りもサーバ側で行われる動作を記載したクレー
ムが圧倒的に多いという傾向が見られた。これ
は，広告及び検索の両分野においては広告配信
や検索順位決定のロジックといった，多くはサ
ーバの内部処理に特徴がある発明が多いことが
理由に挙げられるだろう。一般的に侵害発見が
容易ではないと考えられているクレームが多く，
他社への権利活用を目的として侵害立証性を意
識したものというよりは，自社製品・サービス
の保護を意識したものと言えるかもしれない。
また，所謂域外適用問題に配慮してシステム
クレームを設けている可能性がある例も見られ
た。例えば，地図スペース内に広告コンテンツ
を表示する内容であるUS8,249,930（対応日本
特許第5276122号）では，方法クレームにおい
ては地図配信と広告配信を「data processing 
apparatus（データ処理装置）」のみが行う記載
であるのに対し，システムクレームにおいては
「map server」および「content server」と複
数のサーバを書き分ける記載が見られ，地図配
信と広告配信のそれぞれを実施する主体が分か
れる可能性がある場合を想定してシステムクレ
ームを記載している可能性も考えられる。
また，サーバ側で行われる動作を記載したク
レームの中にも，クライアント側で行われる動

作を意識したものも散見された。例えば，広告
のエキスパンド表示に関する特許（US7,930,206）
では，クライアント側に行わせる動作を特定し
たscript等のコードをサーバが提供する記載が
見られる。概要編では，米国においては「業と
しての実施」の要件は求められないため，一般
ユーザを実施主体とするクレームで一般ユーザ
の侵害を直接に問い，間接的に事業者の責任を
問うことも，侵害発見の容易性と域外適用問題
を考慮した一案として提示した。しかし，
Google社のケースではクライアント側で行われ
る動作に特徴がある発明でも，事業者を実施主
体とするクレームを立案することが多いようで
ある。
なお，サーバ側で行われる動作を記載したク

レームに特徴的な表現の１つとして，検索分野
において「a search engine」とクレームカテゴ
リが表現された特許がいくつか見られた（例え
ばUS7,447,678）。直接的な表現を採用すること
で，特定のハードウェア要素に限定されず，検
索エンジンという概念そのものを保護しようと
いう意図があるのかもしれない。なお，この米
国特許に対応する日本国特許も同様に「サーチ
エンジン」というクレーム表現が採用されたま
ま特許登録されていた。

4．4　ま と め

以上のように，Google社が自ら出願する検索
及び広告の両分野を対象に検討を行った結果，
他社に対して権利行使を行うことを意識したク
レームドラフティングというよりも，どちらか
といえば自社が実施する範囲を保護することを
意識した所謂防衛目的の特許出願の傾向が見ら
れたと考える。ただし，サーバ側で行われる動
作を記載したクレームにおいてクライアント側
で行われる動作を意識した記載や，システムク
レームの作成例から，概要編において他社への
権利行使を意識する場合に望ましいとした工夫
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も見られ，一概に防衛目的であると結論づける
ことはできないことを付け加えておく。

Amazon社でも述べた通り，Google社につい
ても，市場においてリーダー的立場の企業であ
り，前述したGoogle社の特許ポートフォリオ構
築の目的と考えられる事業の自由度確保の観点
を優先した方針が現れたケースと言えよう。

5 ．	Apple社のケース

5．1　事業概要14）

Apple社は，携帯端末iPhone/iPad/iPodとパ
ーソナルコンピュータMacを中心に，携帯端末
のオペレーションシステムiOS，パーソナルコ
ンピュータのオペレーティングシステムOS X，
コンテンツ配信サービスiTunes，アプリケーシ
ョン提供サービスApp Store，クラウドサーバ
提供サービスiCloud等のサービスを展開してい
る。また，昨今，時計型デバイスApple Watch
を発売し，ウェアラブルデバイスの分野にも進
出した。一貫して，外観やユーザインターフェ
ースのデザインを追求したデバイス（製品）が
特徴であり，Webサービスやアプリ等を付加価
値サービスとして提供し，ハードとソフトの両面
で顧客価値の創造を図りつつ，ブランド価値を高
める戦略である。売上については，約９割がハー
ドウェアであり，ソフトウェア（App Store），
コンテンツサービス（iTunes）等の売り上げは
ハードウェアに比べれば僅かにすぎない。

5．2　知的財産権に関する活動

（1）研究開発費と特許出願件数
図１に示すように，Apple社の研究開発費は

2013年では約40億ドルであり，今回取り上げた
４社の中では最も少ない。しかし，研究開発費
に対する特許出願件数の比率は４社の中では最
も大きく，研究開発成果を権利化する意識が高
いことがわかる。

（2）特許活用の動向
特許訴訟全体の傾向として，他社から提訴さ

れるケースが多い。しかし，Samsung社とのス
マートフォンに関する訴訟に代表されるように
原告として提訴するケースもある15）。訴訟に使
われた特許は，製造者に対するPCやiPodのア
クセサリ（接続ケーブル，ACアダプタ等）関
連のもの，Samsung社等に対する携帯端末のグ
ラフィカルユーザインターフェース（以下
「GUI」と称する）関連の内容が多い。これら
の特許を他社にライセンスすることには消極的
であるようにみえる。なお，パテントトロール
対策を意識した，ソフトウェア特許の取得基準
を高める制度改革に対して，後述のMicrosoft
社等とともに懸念を示す立場で活動している16）。
以上のように，Apple社は，主要事業である
携帯端末のGUIに強いこだわりを持ち，これを
模倣する企業を排除するために特許等を活用し
ている。

5．3　出願傾向調査とクレーム分析

（1）特許出願の傾向調査
Apple社が特許出願に注力する分野を探るた
め，自らが出願している米国特許について，筆
頭USCによる件数集計を行った（図６）。

図６に示すように，USC単独でみれば，コン
ピュータグラフィクスの処理と選択的ディスプ

図６　Apple社：USC上位10（2014/10）
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レイシステム（345）に関するものが最も多か
った。次いで，各種表示データの処理（715），
通信技術（455）といった順となる。このように，
主要事業であるデバイス関連の技術，特にGUI
関連の技術について積極的に特許出願を行って
いることがわかる。
以上を踏まえ，Apple社の主要事業であり特
許出願にも注力するデバイス関連分野を概要編
における『デバイス・装置提供型（Ⅱ型）』を
代表する事例として取り上げ，特にGUI関連の
米国特許（USC：345，715）を対象とし，出願
戦略を検討する。

（2）‌�概要編の検討結果との比較及びその結果
を踏まえた分析・検討

概要編で述べた『デバイス・装置提供型（Ⅱ
型）』では，日米ともにデバイスに関する技術
を模倣する競合他社に権利行使するためには，
装置クレームの優先順位が高く，方法クレーム
の優先順位は高くないとした。

GUI関連の特許を対象としたクレームカテゴ
リの集計結果を図７に示す。

なお，装置，方法，システム，媒体いずれの
カテゴリに分類すべきか判断できないクレーム
があったため，「その他」のカテゴリを設けた。
GUI関連の分野において，多かったカテゴリは，

装置クレームと方法クレームがほぼ同数で，次
いで媒体クレームが続くという傾向が見られ
た。結果として，装置クレームの数が多いとい
う点で，概要編の検討結果を裏付ける結果とな
った。
一方で，概要編では優先順位が低いとした方

法クレームも多いという結果も得られた。その
理由としては，Amazon社の分析において述べ
た通りであり，同様のことが言えよう。
さらに，ファミリーの関係にある日本特許に

ついてクレームカテゴリを調査したところ，米
国と同様の傾向がみられた。
米国特許のクレーム表現を見ると，他の３社

に見られない大きな特徴として，方法やシステ
ムのカテゴリに分類できない「graphical user 
interface」というクレーム（以下「GUIクレーム」
と称する）を記載している特許が散見された
（US8,074,172，US8,587,547等）。上述のクレー
ムカテゴリの集計では，GUIクレームは「その
他」のカテゴリに分類した（図７）。GUIを直
接的に保護するクレームであれば，GUIをデバ
イスに提供するベンダーや，GUIのネットワー
クを通じたアップデート行為に対しても直接的
に権利行使が可能であるといえ，これを狙って
いるとも考えられる。
以下では，実際に訴訟に使われた特許を挙げ，

クレーム記載上の工夫点を説明する。最初に，
文字入力の際，候補文字列を表示し，その文字
列の採否を受付ける内容であるUS8,074,172の
GUIクレーム（クレーム18）について説明する。
本クレームは他の装置クレームとともに，
Samsung社のデバイスに対する権利行使に使
われた。クレーム18は，“one or more proces-
sors”，“memory”等のハードウェア要素や
“program”といった記載がなく，方法クレー
ムのドラフティングに近い表現で記載されてい
る。つまり，GUIクレームは，動作主体となる
ハードウェアについての限定が少ない傾向がみ

図７　‌�GUI分野：クレームカテゴリ別の割合（独
立項を対象）
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られ，デバイス関連の事業者に対する牽制効果
が大きいといえるかもしれない。一方で，GUI
クレームの日本での扱いについて調査したとこ
ろ，US8,587,547には対応する日本出願（特許
第5639279号）が存在した。審査経過を確認す
ると，出願時のGUIクレームは，自発補正によ
り削除されていた。
次に，装置クレームについても特徴的なクレ

ームドラフティングが見られたものがあったの
で一例を挙げて説明する。スクロールの際に，
終縁に達してもさらに少しスクロールさせ，余
白を表示させてから戻す（バウンスバック）内
容であるUS7,469,381の装置クレーム（クレー
ム19）である。こちらもSamsung社のデバイス
に対する権利行使に使用されたものである。構
成として，“a touch screen display”，“one or 
more processors”，“memory”，“one or more 
programs”が記載されており，以降，“instruc-
tions for …ing, …”（…という動作指示）を列
挙する表現が見られた。実質的にはプログラム
の動作を特定したクレームになっているが，そ
のプログラムを記憶する装置として権利所得す
ることで，デバイス事業者に対して直接侵害を
問う狙いがあるといえるかもしれない。また，
ディスプレイにおける表示を特定する記載が中
心で装置に閉じた処理の記載が少なく，侵害判
定がしやすい点も特徴として挙げられる。
一方，US7,469,381に対応する日本出願（特
許第4743919号）を見てみると，前述した特徴
である“instructions for …ing, …”は，そのま
ま「～するためのインストラクション」という
表現とされていた。
今回の調査では，クレームカテゴリの統計に
おいて，装置クレームが多いという結果が得ら
れた。そして，実際に訴訟に使用されているク
レームは，装置クレームとGUIクレームであっ
た。このことから，概要編において装置クレー
ムを中心に記載することが望ましいとした点を

裏付ける結果が得られたといえよう。加えて，
発明をなるべく広く捉えるための工夫や，侵害
発見を容易なものとするための工夫も随所に見
られる結果となった。

5．4　ま と め

Apple社は，製品コンセプトを具現化したデ
バイスの販売が主要事業であり，GUIはデバイ
スにおける競合他社との差別化ポイントとして
重要視している。従って，デバイスの模倣品を
提供する競合他社を排除する目的での特許を出
願していることが考えられる。これらのGUIに
関する特許発明を回避してもデバイスを作るこ
とは可能であろう。しかし，回避をすればデバ
イスとしては使いにくく見栄えの悪いものとな
り，結果としてApple社の優位性を保つことと
なる。
自社デバイスの特徴をより有効に保護するた
めの，装置クレームやGUIクレームに特徴が見
られたケースと言えよう。

6 ．	Microsoft社のケース

6．1　事業概要17）

Microsoft社は，ソフトウェア製品の販売を
中心とした企業である。近年の代表的な製品・
サービスは，PC用のOSのWindowsシリーズ，
WebブラウザのInternet Explorerシリーズ，オ
フィススイートのMicrosoft Officeシリーズ等
のソフトウェアの販売を中心に，ゲーム機の
Xbox，モバイル端末のMicrosoft Surface及び
Windows phoneといったハードウェア製品の
販売，その他，クラウドプラットフォームをユ
ーザに利用させるPaaSサービスのMicrosoft 
Azure，検索サービスのBingなどがある。近年
では，従来のソフトウェア製品の企業からデバ
イスとサービスの企業への変革を活発に推進し
ていると考えられる。売上高については，全体
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の約７割をソフトウェア製品の販売による収入
が占めている。なお，この売上のソフトウェア
製品のほとんどがPC用のソフトウェアであり，
近年IT産業の中心となりつつあるモバイル端
末への対応はApple社，Google社などのライバ
ル企業に後れを取っていると思われる。

6．2　知的財産権に関する活動

（1）研究開発費と特許出願件数
図１に示す通り，2013年の研究開発費は４社
の中でも最も高額な金額となっている。特許出
願については，2000年代初期までは積極的では
なかった。しかし，2003年にIBM社の知財責任
者であったマーシャル・フェルプス氏を招き入
れ，特許のライセンス契約を知財戦略のベース
とする方針に転換したために特許の件数が伸び
始めた。2014年現在では，米国特許取得数のト
ップ５に名前を連ねる規模で多くの特許を積極
的に取得している。

（2）特許活用の動向
米国における特許訴訟に関して，原告として
提訴するケースより他社から提訴されるケース
の方が多い18）。主要事業のソフトウェア製品の
特許権で他社を提訴したケースは，2010年に
Salesforce社を提訴したケースが，筆者らが調
べた範囲では初めてと考えられる19）。基本的な
知財活動のスタンスは，膨大な研究開発費と先
端を行く研究活動に基づいて特許を積極的に取
得し，ライセンス契約を結ぶことでライセンス
フィーを獲得したり，事業活動の自由度を確保
するなどして特許を活用していると考えられ
る。最近の目立つ事例で言えば，Android関連
技術の特許権によるライセンスフィーは一説で
は４億ドルを超えると言われている20）。
以上のように，特許出願に積極的となる戦略
に切り替えた後は，特許の活用により事業活動
の自由度の確保，ライセンスフィーの獲得を目

指していると考えられる。

6．3　出願傾向調査とクレーム分析

（1）特許出願の傾向調査
特許の観点で注力する分野を探るため，自社
で出願している米国の特許出願について，筆頭
USCによる出願件数の集計を行った（図８）。

USC単独でみれば，データベース及びファイ
ル管理に関するDemand based messaging
（709/206），Query processing（i.e., searching）
（707/3）（707/999.003）といった分野が最も多
かった。これらの技術はソフトウェア製品に実
装され得る技術であり，同社事業の軸となるソ
フトウェア製品にて実施されている発明も含ま
れていると推測される。このことから，
Microsoft社の主要事業であるOS等のソフトウ
ェア製品の販売に関わる『アプリ提供型（Ⅰ型）』
の出願戦略を検討する。
上述した通りMicrosoft社の主要事業はソフ
トウェア製品の販売による収入である。よって，
特許出願に関しても主要事業のソフトウェア製
品に力を入れていることが推測されるため，そ
の特許を調査対象とすることを考えた。ところ
が，検討を行う上で１つ問題がある。同社は潤
沢な研究開発費を持って多種多様な分野の発明
を行っており，主要事業のOS等のソフトウェ
ア製品に実装される技術のみならずハードウェ

図８　Microsoft社：USC上位10（2014/10）
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ア製品の組み込みソフトウェア，各種ITサー
ビスに関するソフトウェアなどの要素技術に対
しても特許出願が多いと考えられる。よって，
主要事業であるソフトウェア製品に関する特許
のみをUSCによって抽出することが困難であ
る。事実，Client/server（709/203）の特許出
願数及び特許件数が第３位にランクインしてお
り，主要事業のソフトウェアにのみならずIT
サービスにも注力しているという見方もでき
る。そこで，筆者らはWidowsシリーズと同じ
製品カテゴリであるAndroidに注目し，調査対
象の特許をAndroidに関連する特許とした。こ
の理由について説明する。
前述の通り，４億ドルという多額のライセン
スフィーをAndroid関連特許から得ており，こ
のAndroid関連特許が有用な特許であることが
窺える。そして，莫大な利益を得ている
Android関連特許の権利化方針を調査すること
で何がしかの傾向を掴むことができれば，有益
な情報となり得る可能性があると考え，
Android関連特許を調査対象とすることにした。
Androidに対するライセンス対象特許一覧は，
同社によるNokia社の携帯端末部門の買収を中
国政府が審査した際に提出された公開資料に掲
載されており21），この公開資料に記載されてい
る約300件の特許をクレーム分析対象とした。

（2）‌�概要編の検討結果との比較及びその結果
を踏まえた分析・検討

概要編において述べた『アプリ提供型（Ⅰ型）』
は，各種デバイスに提供されるソフトウェア製
品を想定している。そのため，侵害品を押さえ
たい場合には，日本ではプログラムクレーム，
プログラムクレームが認められていない米国で
は媒体クレームを中心に保護を考えれば良く，
方法クレームを中心に捉えたクレームドラフテ
ィングの優先順位は高くないとしている。本稿
では，概要編と比較するために，調査対象の特

許のクレームカテゴリの分析も行った。
クレームカテゴリの集計結果を図９に示す。

集計方法は他の３社と同様である。分析対象
の特許権はOSに関する特許ということであっ
たため，媒体クレームが最も多いと考えた。し
かし，実際は方法クレームが最も多く，媒体，
システム，装置と続くという結果であった。こ
のように概要編で述べた内容とまた違った結果
が得られた理由としては，概要編では『アプリ
提供型（Ⅰ型）』の事業形態に分類される企業
として，主にローカル環境上で動作するアプリ
の提供を主要事業としている事業者が，同業他
社に対しての権利行使目的で出願を行っている
という前提で検討を行っていたことがまず考え
られる。
今回検討したMicrosoft社の出願目的は，訴
訟で同業のアプリ提供企業に権利行使するため
というよりは，前述のようにライセンス契約と
いう形で特許を活用することを念頭においた出
願目的があると考えられる。OS関連の特許に
おいて媒体クレームしか設けていない場合は，
OSの提供企業に対しては直接侵害となる一方
で，OSをインストールしたデバイスを製造・
販売する事業者に対しては直接侵害を問えない
など，ライセンスフィーを確保するための出願
戦略としては不十分であると考えられる。また，

図９　‌�Androidライセンス対象特許：クレームカテ
ゴリ別の割合（独立項を対象）
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方法クレームでは，OSをインストールした装
置に対しては直接侵害とはならない一方で，訴
訟に至った場合には，ハードウェア要素の限定
が乏しい分，他のカテゴリのクレームと比較し
広く解釈される可能性があるなどクレームカテ
ゴリには一長一短がある。そして，OS自体の
特許を取得するだけではなく，OS上で動くこ
ととなるアプリも権利化することで，ライセン
スフィーを得る対象企業を増やすことができる
と考えられる。実際に，Android関連特許とし
て公開された約300件の特許の中には，OS上で
動くアプリが提供するサービスも多数含まれて
いた。
次に，特徴的な特許の一例として，無線通信

のスケジューリングに関する特許がある。原出
願のUS7,110,783の他，継続出願，分割出願で
５件の特許を成立させたこれらの特許は，「A  
hand -held device」，「access point」，「host 
computer」などの無線通信に関わるそれぞれ
の装置を主体としたクレームで権利化されてい
る。これらの出願からは，デバイス事業者，キ
ャリア事業者など多くの事業者からライセンス
フィーが得られるような工夫と，特許無効への
対応を考慮した出願戦略が窺える。日本での対
応出願については複数に分けて権利化はしてい
ない。しかし，１件の特許の中で「ハンドヘル
ドデバイス」，「アクセスポイント」など，複数
の主体による独立クレームを設けており，米国
出願と同様に多くの事業者からライセンスフィ
ーが得られるような工夫が窺える。
また，他の特許では，複数主体の課題に対応
するクレーム表現として，「One or more stor-
age media having stored thereon computer 
executable instructions for causing one or 
more computers to perform a method com-
prising：」という表現を用いているものもあ
った。この表現により保護される発明は，方法
を実行するコンピュータが単一，または複数で

あることを問わず，更には各構成要件を実現す
るプログラムコードが何れのストレージに保存
されていても良いことになり，複数主体の課題
を踏まえたクレームドラフティングといえよう
（US7,505,485，US7,080,404）。この特許は日本に
出願された対応出願も同様の対応を行っていた。
その他としては，１つの発明を２つの形式で

表現してそれぞれクレームを設ける試みをして
いる特許権もあった。具体的には，「a map re-
questing mechanism for transmitting a map 
request to the map server computer」という
表現と，「means for transmitting a map re-
quest to a map server computer」という所謂
ミーンズプラスファンクションによる表現を設
けている。１件の特許のクレーム群の中にミー
ンズプラスファンクションにより表現されたク
レームが存在することで，前者のクレームが後
者のクレームよりも権利範囲が広い印象を与え
るという狙いがあるとも取ることができる（US 
6,240,360）。無論，クレームは独立して捉えら
れるべきものであり，これが有効な手段である
とは言い切れない。しかし，同社がクレームド
ラフティングに様々な工夫を試みようしている
ことが読み取れる。

6．4　ま と め

ライセンシングで活用することを念頭に置い
ていると考えられる。よって，事業の自由度の
確保や，ライセンスフィーを多く取ることが可
能な出願戦略，クレームドラフティングに力点
を置いていると考えられる。今回調査した多額
のライセンスフィーを得ている特許全体に言え
ることは，重要な技術については複数の出願が
あるため独立クレームの数が多く，あらゆる対
象に対して権利行使，ライセンスフィー獲得が
できるようなクレームドラフティングとなって
いた点がある。
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7 ．	おわりに

本稿では，概要編の事業形態における出願戦
略の検討対象として，それぞれの形態を主要事
業とする代表的企業として前述の４社を取りあ
げ，各企業の事業概要，特許活用の状況等の調
査を絡めながら，そのクレームドラフティング
について検討をした。その結果，少なからず各
社の主要事業に関する技術的内容，特許活用の
姿勢等の個別事情が反映される結果がみられ
た。また，実際に各社で出願されている特許を
分析すると，概要編で望ましいとしたクレーム
ドラフティングの工夫が顕著でないにしろ見て
取れる結果も得られたと言えよう。
なお，今回取り上げた各社のようにグローバ
ルかつ多岐にわたる事業を展開する企業の事業
形態が本論説にあたり論じてきた特定の事業形
態に集約される訳ではなく，実際には各社共も
っと多くの複雑な要素が絡み合う中で特許を出
願していると考えられる。その前提を踏まえ，
本稿は可能な限り，簡略的に整理して，企業の
実務家にとってわかりやすくその出願クレーム
の分析を行ったものである。
本稿が企業の知財実務の一助となれば，幸い
である。
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